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★新枠（セキュリティ対策推進枠）追加！最大補助額100万円！「IT導入補助金」

～応募締切は10月末、11月末ですので、貴社のタイミングで申請して下さい！～

IT導入補助金を活用することで中小企業者は積極的にITツールの導入し、業務効率

化・売上アップといった経営力の向上・強化を図ることができます。中小企業や小規模

事業者、個人事業主などが働き方改革や賃上げ、インボイス導入などに対応できるよう

生産性向上に役立つITツールを導入するときに受けられる補助金です。

◆はじめに ～IT導入補助金って何？～

◎通常枠(A類型） ※１次～３次の累計

・採択率：53％ （申請数：9128件／採択数：4873件）

◎通常枠(B類型) ※１次～３次の累計

・採択率：42％ （申請数：287件／採択数：120件）

◎デジタル化基盤導入枠 ※１次～７次の累計

・採択率：85％ ★★ （申請数：12071件／採択数：10232件）

★★特にデジタル化基盤導入枠の申請数・採択率の高さが目立ちますね！

◆今までの採択実績 ～採択の確率はどれくらい？～

◎申請スケジュール

・応募締切 2次締切令和4年10月 3日（月）17:00

3次締切令和4年10月31日（月）17:00予定

4次締切令和4年11月28日（月）17:00予定

◎補助額 5万～100万円（補助率1/2以内）

◎補助対象 サービス利用料(最大2年分)

◎機能要件

・独立行政法人情報処理推進機構が公表する「サイバーセキュリティお助け隊

サービスリスト」に掲載されているいずれかのサービス

※「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」とは・・・

中小企業のサイバーセキュリティ対策に不可欠なサービスをワンパッケージ

で安価に提供するリストですので、ユーザー向けサイトもご確認の上、ITツール

の活用をご検討下さい！ https://www.ipa.go.jp/security/otasuketai-pr/

◆8月9日より新枠追加！セキュリティ対策推進枠（残り応募は2回です！）

＜セキュリティ対策推進枠とは＞

中小企業・小規模事業者等がサイバーインシデントが原因で事業継続が困難となる

事態を回避すると共に、サイバー攻撃被害が供給制約や価格高騰を潜在的に引き

起こすリスクや生産性向上を阻害するリスクを低減することが目的です。

★事業承継・M&A 社長が最適な経営判断をする為の“最初のセミナー”

～社長を取り巻くM&A支援者の思惑にも、ブレない経営判断をする為に～

最近、金融機関・コンサルタントから「事業承継・M&Aの提案営業」を受けている

社長が増えています。後継者不足というトレンドの中、事業承継・M&Aは重要度・

緊急度の高いテーマになっていますが、ホールディングス化・株価評価など、

「何のために実行するのか」が明確になっていないまま、着手してしまうケースが

散見されます。そこで、リタネッツでは“最初のセミナー”を開催します。

一度、事業承継・M&Aの入口部分の情報を

仕入れてみませんか？ ➡裏面へ
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＜STEP1＞

設備メーカーから工業会の証明書を入手

➡メーカーに『税制優遇を受けるために

「工業会からの証明書」を準備して欲しい』

とお問合せを頂くとスムースです。

＜STEP2＞

経営革新等支援機関と先端設備等導入計画を作成

➡計画の作成では経営革新等支援機関（＝認定支援機関）による『確認書』の

添付が必要となります。

◆申請までの3ステップを確認！

◆先端設備等導入計画の認定に向けた、押さえドコロ（３点）

①スケジュールに注意！

固定資産税の特例を受けるためには必ず設備取得をする前に、工業会からの

証明書を取得し、先端設備等導入計画の認定を受ける必要があります。

既に取得した設備を対象とする計画は認定されませんので、ご注意下さい。

②自治体によって違う！

市区町村によって、認定の対象になっていない業種があったり、対象となる設備も

異なる場合があります。

また、固定資産税の軽減ができる割合や申請時の必要書類（添付書類）も市区町

村で異なりますので、事前に市区町村の担当部署にご確認下さい。

③期間が残りわずか！

特例措置の期限は令和５年３月３１日までとなっています。早期の確認と申請を検

討なさって下さい！

＜STEP3＞

市区町村へ計画書を提出

➡市区町村によって必要書類（添付書類）が異なりますので、事前にご確認下さい。

今月のWAVEでは「固定資産税の特例（軽減措置）」についてご案内をしました。

このほかにも工業会からの証明書の発行が可能な設備を導入した場合、「即時償却

や税額控除」などの優遇税制を受けることも可能になります。

ただし、いずれの優遇税制のケースも、計画書の認定を受けた後に設備の取得を

している必要があります。ちょっとしたタイミングのズレで節税の機会を逃してしまい

ますので、機械や設備を導入する可能性があったら（事業構想ができたら）、まずは

リタネッツまでお気軽にお問い合わせ下さい。

その時点で活用可能な優遇税制をお調べし、ご案内いたしますし、設備の取得時

期が迫っていて、計画書の作成がお急ぎで必要な場合は、認定支援機関と共に計

画書の作成フォローもいたします！

なお、要件の詳細は中小企業庁のHPでも確認頂けます。

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/index.html

◆さいごに ～設備導入の可能性があったら、まずはご確認を！～
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